
事業事前評価表 

 

１．案件名 

国名：ベトナム社会主義共和国 

案件名：国道 1 号線バイパス道路整備事業（II） 

L/A 調印日：2009 年 11 月 10 日 

承諾金額：4,141 百万円 

借入人：ベトナム社会主義共和国政府（The Government of the Socialist Republic of 

Viet Nam） 

 

２．事業の背景と必要性  

(1) 当該国における運輸・道路セクターの開発実績（現状）と課題 
ベトナムにおける道路交通は、旅客輸送の約 90％、貨物輸送の約 69％を占め依然

として主要モードでありながら、道路網の総延長約 24 万 km のうち、主要都市を結
ぶ基幹道路として重要な役割を果たす国道は約 2 万 km にすぎず、選択性の高い都市
間道路ネットワークが未構築である。また、戦争による損傷や長年の維持･補修不足
により質的な整備状況は不十分で、道路の老朽化は深刻である。舗装率は国道で約
98％に達しているが、全体では約 57％に留まっている等、地方生活圏レベルでの道
路整備水準が低い(以上、数値はいずれも 2007 年)。経済発展に伴い登録車両数が急
速な増加を続ける中、かかる不十分な道路網の整備状況はスムーズな交通のボトルネ
ックとなっている。また、ベトナムでは高速道路の整備が始まったばかりの段階であ
り、北端の中国国境から南端のナムカンまで南北を縦断する国道 1 号線は非常に重要
な幹線道路でありながら、カントー市・ビンロン省間の渡河部で未だにフェリー輸送
に頼る状態であり交通のボトルネックとなっているほか、異常気象時の信頼性も低い
状態にある。 
(2) 当該国における運輸・道路セクターの開発政策と本事業の位置づけ 
ベトナム政府の 5 ヵ年社会経済開発戦略（2006 年～2010 年）にて、道路の改修及

び新規建設に重点が置かれており、ベトナムの主要幹線道路である国道 1 号線の整備
の重要性は高い。 
(3) 運輸・道路セクターに対する我が国及び JICA の援助方針と実績 

我が国の対ベトナム国別援助計画(2009 年 7 月)では、「都市環状道路・都市内・周
辺バイパス道路等のネットワーク整備」及び「都市間幹線道路」に係る支援に重点的
に取り組むとしており、国土を縦断する国道 1 号線へのバイパス道路を建設する本事
業は同計画に沿っている。また、JICA は、「都市開発・運輸交通・通信ネットワーク
整備」の一環として、都市周辺バイパス道路等のネットワーク整備に係る支援にハー
ド・ソフトの両面から取り組むこととしている。本事業は「幹線・交通プログラム」
の中に位置付けられており、第 I 期借款を 2000 年度に承諾している（承諾日：2001
年 3 月 30 日、承諾額：8,393 百万円）。 
(4) 他の援助機関の対応 

①世界銀行；国道・地方道路、内陸水運、都市交通等で広範な協力を実施中。 
②アジア開発銀行（ADB）；クンミン-ハイフォン物流促進事業やノイバイ-ラオカイ
道路整備事業等の大メコン圏経済協力プログラム等を支援している。 

(5) 事業の必要性 
以上により本事業を JICA が支援する必要性・妥当性は高い。 

 

３．事業概要  
(1) 事業の目的：本事業は、ベトナム南部においてメコン川支流ハウ川を渡河するカ



ントー橋のバイパス道路を整備することにより、メコン・デルタ地域の物流効率化等
を図り、同国の経済成長促進・国際競争力強化に寄与するもの。 
(2) プロジェクトサイト/対象地域名：ビンロン省及びカントー市 
(3) 事業概要（調達方法を含む）：国道 1 号線のハウ川渡河地点において、ビンロン省
とカントー市を結ぶ現行フェリー航路から 3.2km 下流地点に鋼 PC 複合斜張橋（クー
ロン（カントー）橋）を建設（2001 年 3 月調印「クーロン（カントー）橋建設事業」）
し、その両側に現国道 1 号線より分岐しクーロン（カントー）端に接続するバイパス
道路（約 13km）を建設するもの。 

① 建設工事、設備調達・据付工事等（バイパス道路、付帯橋梁、インターチェ
ンジ、サービスエリア、料金所） 

② コンサルティング・サービス（詳細設計レビュー、入札及び契約補助、施工
監理、技術指導、環境対策）  

(4) 総事業費 
14,846 百万円（うち、今次借款対象額：4,141 百万円） 

(5) 事業実施スケジュール 

2001 年 3 月～2012 年 3 月を予定（計 133 ヶ月）。施設供用開始時（2010 年 3 月）

をもって事業完成とする。 

(6) 事業実施体制 
 1) 借入人：ベトナム社会主義共和国政府(The Government of the Socialist Republic of 
Viet Nam) 
 2) 事業実施機関：ベトナム運輸省(Ministry of Transport) 
 3) 操業・運営／維持・管理体制：ベトナム道路局(Vietnam Road Administration) 
(7) 環境社会配慮・貧困削減・社会開発 

1) 環境社会配慮 
① カテゴリ分類：A 種 
② カテゴリ分類の根拠：本事業は、大規模な道路の新設であり「円借款における

環境配慮のための JBIC ガイドライン」（1999 年 10 月制定）上、A 種に該当す
る。 

③ 環境許認可：本事業に係る環境影響評価（EIA）報告書は 1998 年 7 月に科学
技術環境省により承認済み。 

④ 汚染対策：建設工事中及び供用時の大気、水質、土壌浸食、騒音・振動につい
ては、ベトナム国内の環境基準を満たす見込み。 

⑤ 自然環境面：本事業対象地域は、国立公園等の影響を受けやすい地域、または
その周辺に該当せず、自然環境への望ましくない影響は最小限であると想定さ
れる。 

⑥ 社会環境面：本事業では約 210ha の用地取得が発生し、1,574 世帯の住民移転
を伴うため、同国国内法に沿って用地取得及び補償に係る手続が進められた。
用地取得・住民移転と右に係る補償は 2007 年に完了している。 

⑦ その他・モニタリング：実施機関が大気質、水質等につき、モニタリングする。 
2) 貧困削減促進：特になし。 
3) 社会開発促進（ジェンダーの視点、エイズ等感染症対策、参加型開発、障害者

配慮等）：特になし。 
(8) 他ドナー等との連携：特になし。 
(9) その他特記事項：特になし。 

 

4. 事業効果 

(1) 運用・効果指標 



指標名 単位 定義 

基準値 

（2008 年 

実績値） 

目標値(2014 年)

【事業完成 2 年後】

年平均日交通量 台/日 一定期間に通過した平均車両台数 27,452 72,089

輸送時間の短縮（注） 
百万円 

/年 

現国道１号線走行時（フェリー渡河）と比

較した輸送時間短縮による時間便益の総和
- 7,125

乗用車換算台数 PCU/日 
様々な車種の交通車両台数を乗用車台数に

換算した単位 
20,797 52,892

フェリー運営費の

節減 

百万円 

/年 
橋梁利用によるフェリー運営費節減 - 1,090

近隣地価の上昇 ％ 近隣地価の上昇率(2006 年=100) 165 237

（注）両事業実施により輸送時間は 25 分短縮されると仮定。 

 (2) 内部収益率 

以下の前提に基づき、本事業の経済的内部収益率（EIRR）は 15.7％となる。 

費用：事業費（税金を除く）、維持管理費用 

便益：時間・走行便益の増加、フェリー運営費の節減、近隣地価の上昇 

プロジェクトライフ：50 年 

 

5. 外部条件・リスクコントロール 

特になし。 

 

6. 過去の類似案件の評価結果と本事業への教訓 

特になし。 

 

7. 今後の評価計画 

(1) 今後の評価に用いる指標 

1） 年平均日交通量（台／日） 

2） 輸送時間の短縮（百万円／年） 

3） 乗用車換算台数（PCU／日） 

4） フェリー運営費の節減（百万円／年） 

5） 近隣地価の上昇（%） 

(2) 今後の評価のタイミング ：事業完成２年後 

以 上  


